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推薦論文

軽量Nパーティ秘匿関数計算の一般化

滝 雄太郎1 藤田 茂2 宮西 洋太郎3 白鳥 則郎4

受付日 2018年5月7日,採録日 2018年7月10日

概要：本稿では “軽量 3パーティ秘匿関数計算”を軽量 Nパーティ秘匿関数計算として一般化を行った．
その結果，分散の主体数を n，復元および計算に必要な主体数を k とすると，nが偶数のときに n ≥ 2k，
奇数のときに n ≥ 2k − 1であることが秘密計算可能であるための十分条件であることを示した．この一般
化の条件を導く際に Lee距離を効果的に用いた．本稿の結果より主体数 nと主体数 kを一般化の条件下で
選択することが可能となる．これにより，システム運用者は耐障害性・対攻撃性に応じて，n，k を広範囲
に選択することが可能となる．
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Abstract: In this paper, “A Lightweight Three-party secure function evaluation” is generalized as “A N-
party secure function evaluation”. As a result of generalization, it was shown that n ≥ 2k when n is even
number and n ≥ 2k − 1 when it is odd number. The Lee distance was used effectively when deriving the
condition of this generalization. From the results of this paper, it becomes possible to select the number of
party “k” and the number of party “n” necessary for restoring data under generalization conditions. As a
result, the system operator can freely select n, k according to fault tolerance/anti-aggressiveness.
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1. はじめに

セキュリティ対策やプライバシ保護等，情報の秘密を守

ることが，情報システムを構築するうえで，重要な課題で

ある [2]．この課題を解決する 1つの手法として，情報を複

数箇所に分散し，秘密を守る秘密分散が注目・実用化され

ている．しかし，分散した情報を 1カ所に集めて処理する

と，その 1カ所にリスクが集中する．このため，情報を分
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散させるだけでなく，分散したままで処理を実行する秘密

計算，秘匿関数計算が提案されている [3], [4], [5]．

一般的に秘匿関数計算では情報を n個のデータに分散

し，その中の k個のデータを用いて目的の処理を達成する

手法を，k-out-of-nと記す．この k-out-of-nは n = 3の特

別な場合の処理が与えられている [1]．しかし一般の n > 3

については，その条件が明らかになっていない，未解決の

問題として知られている．そこで我々は，秘匿関数計算

（k-out-of-n）の一般化を検討してきた [6]．

本稿では，まず未解決の n > 3に対する一般化の条件を

与える．ここで，Lee距離 [7]を効果的に導入することに

より，一般化に成功している．この一般化により適用範囲

本稿の内容は 2017 年 6月のマルチメディア，分散，協調とモバ
イル（DICOMO2017）シンポジウムで報告され，マルチメディ
ア通信と分散処理研究会主査により情報処理学会論文誌ジャーナ
ルへの掲載が推薦された論文である．
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が広がり，セキュリティ対策と可用性のバリエーションを

選択できるという貢献が期待できる．

以下，本稿では，2章で関連研究について述べ，3章で提

案方式について述べ，4章で一般解の成立条件について述

べる．そして最後に，5章でまとめを述べる．

2. 関連研究

この章では提案方式の元となる秘匿関数計算 [1]とその

乗算方法について述べる．この方法は全体の主体数を n，

データの復元に必要な主体数を kとした k-out-of-nのマル

チパーティプロトコルにおいて，n = 3，k = 2 とした，

2-out-of-3のものである．

秘匿関数計算 [1]で示された 2-out-of-3では，分散した

データを復元することなく加減算・定数倍，乗算，論理演

算等の各計算処理を行うことが可能である．

以下に計算処理の一例として乗算処理の手順を示す．本

稿での，計算主体やシェアの記法は文献 [1]に準拠してい

る．たとえば，Pi は各計算主体であり [a]i や [b]i は aや b

のデータのシェアである．

Mul：a，bのシェアから abのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i, [b]i)

出力：Pi([ab]i)

( 1 ) P0 は r1, r2, c0 ∈ Z/mZをランダムに選択してか

ら，c1 := (a0 + a1)(b0 + b1) − r1 − r2 − c0 を計

算して P1，P2 にそれぞれ (r1, c1)，(r2, c0)を送

信し，[ab]0 := (c0, c1)とする．

( 2 ) P1，P2 はそれぞれ y := a1b2 + a2b1 + r1，z :=

a2b0 + a0b2 + r2 を計算して P2，P1 に送信する．

( 3 ) P1，P2は c2 := y + z + a2b2を計算してそれぞれ

[ab]1 := (c1, c2)，[ab]2 := (c2, c0)とする．
� �
この一連の処理が行われると各主体には ab = c0 +c1 +c2

となる cのシェアが作成される．

3. 提案方式

提案方式は文献 [1]を拡張し主体数 nと復元に必要な主

体数 k を 4 章で示す条件下で成立する秘匿関数計算であ

る．乗算以外の各処理は容易に拡張が可能であるため，本

稿では，乗算の説明の際に必要な秘密分散・復元，容易に

拡張が可能であることを示すために加減算・定数倍，そし

て乗算の処理手順のみを示す．

3.1 秘密分散・復元

入力 a ∈ Z/mZの秘密分散 Shareは，主体 Pi が持つ

シェアを [a]i = (ai, . . . , an−k+i)とする．また，シェアの

中の添字 i, . . . , n − k + 1は主体数 nの剰余をとったもの

とする．このシェアに含まれるデータの個数は n − k + 1

個であり，主体数 nと復元に必要な主体数 kとの関係より

導かれる．たとえば，k = 3，n = 5の場合に i = 4であれ

ば [a]4 = (a4, a0, a1)である．また，シェア内の最後の 2つ

の値 a0，a1 は a5，a6 ではなく n = 5の剰余をとったもの

となっている．

Share：k-out-of-n秘密分散� �
入力：a ∈ Z/mZ

出力：Pi([a]i)

( 1 ) a0, . . . , an−1 ∈ Z/mZをランダムに選択する．

( 2 ) an−1 := a − ∑n−2
i=0 ai を計算する．

( 3 ) i = 0, . . . , n−1について，[a]i := (ai, . . . , an−k+i)

として Pi に送信する．� �
a =

∑n−1
i=0 ai より，任意の異なる k個の [a]iから aを復

元することができる．また明らかに k個未満の [a]i からは

aは復元できない．すなわち，k-out-of-n秘密分散の性質

を有している．また，エラー検出を含む復元の手続きDec

は次のようになる．

Dec：k-out-of-n秘密分散のエラー検出を含む復元� �
入力：Pi([a]i)

出力：a or ⊥
( 1 ) Piは (αi, . . . , αn−k+i) := (ai, . . . , an−k+i)を開示

する．

( 2 ) i = 0, . . . , n − 1において各主体 Pi の αi に対応

する ai について αi �= ai となる αi，ai が 1つで

も存在すれば，異常を示す ⊥を返して終了する．
( 3 ) a =

∑n−1
i=0 ai を計算する．

� �

3.2 加減算・定数倍

加減算や定数倍の手続きは以下の Add/Sub，CoMul

のようになる．

Add/Sub：a，bのシェアから a±bのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i, [b]i)

出力：Pi([a ± b]i)

• Pi は [a± b]i = (ai ± bi, . . . , an−k+i ± bn−k+i)を

計算する．
� �

CoMul：aのシェア，定数 cから caのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i), c

出力：Pi([ca]i)

• Pi は [ca]i = (cai, . . . , can−k+i)を計算する．
� �

3.3 乗算

乗算処理は文献 [1]と同様に各主体間の協調計算が必要

となる．ここで重要な点は文献 [1]が 2-out-of-3に特化した

方式であったのに対して本方式では k-out-of-nに一般化し

たという点である．この一般化を行ったことにより，各々
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の k，nの組合せで各主体が行う処理内容が変わってくる．

このため乗算の手続きは以下のような 2段階に分けて行

われる．

( 1 ) 各主体が行う処理の分担を決める．

( 2 ) 実際に乗算処理を行う．

なお，最初の各主体が行う処理の分担を決める手順は 1度

だけ行えば以降の乗算処理の際には必要ない．

以降，本節では準備として乗算処理で行うことを説明し，

処理分担の作成，実際の乗算処理について述べる．

3.3.1 準備

本方式での乗算処理は a，bの 2つの値を乗じた c = ab

という値を作る処理である．また a，b は Share により

a =
∑n−1

i=0 ai，b =
∑n−1

i=0 bi となるように分割された後に

各主体にシェア [a]i，[b]i として分散されている．そして c

も同様にMulの手続きが行われると c =
∑n−1

i=0 ci となる

ように作成された後に各主体にシェア [c]i = [ab]iとして分

散される．

つまりMulの手続きにより最終的に各主体が得る値は

式 (1)のようになる．

n−1∑
i=0

ci =
n−1∑
i=0

n−1∑
j=0

aibj (1)

これより Mul の手続きでは各主体が協調して∑n−1
i=0

∑n−1
j=0 aibj の計 n2 個の項を計算することが必要

となることが分かる．

次に，どのように協調計算を行うかについて述べる．ここ

で 2章の最後に説明した文献 [1]の乗算の手続きを確認する．

Mul：a，bから abを作成（2-out-of-3）� �
( 1 ) P0は複数の値をランダムに選択して，自身のシェ

アの値を用いて c0，c1 を計算する．その後，P1，

P2 に値を送信して [ab]0 := (c0, c1)とする．

( 2 ) P1，P2は P0から送信された値と，自身のシェア

の値を用いて y，z を計算する．その後，P2，P1

で値を送信し合う．

( 3 ) P1，P2は受信した値と自身の計算した値と a2b2を

用いて c2 を計算する．その後，[ab]1 := (c1, c2)，

[ab]2 := (c2, c0)とする．
� �
ここで重要になるのが，1) P0 以外の各主体は自身が持っ

ているシェアの値を用いて aibj（i �= j）の計算を行うこ

と，2) aibi と a，b双方の添字が一致する項は最後に ci を

計算するときに用いられることである．つまり，どの主体

がどの aibj（i �= j）の各項を計算するのかを決定すること

が必要である．

次にどの主体がどの aibj（i �= j）の項を計算するかを決

定する手順を述べる．

3.3.2 各主体の処理分担の決定

ここではまずはじめに例として n = 5の場合にどのよう

図 1 n = 5 の場合の Algorithm 1 の動作

Fig. 1 The action of Algorithm 1 when n = 5.

Algorithm 1

各主体への処理分担を行う手順
if n % 2 == 0 then

max party = n - 2

else

max party = n - 1

end if

for start col=1; start col<n; start col++ do

for row=0; row<(n-start col); row++ do

row = row, col = row + start col

for i=0; i<max party; i++ do

if ((arow, bcol, bcol, arow) ∈ Pi([a]i, [b]i)) then

arowbcol + bcolarow は Pi が計算する
break

end if

end for

end for

end for

に各項を計算する主体を決めればよいかを図 1 に示す．

丸付きの数字および図の中の濃淡によって，Mul内の処

理で aibj の組合せを各主体に割り当てていく順序を示して

いる．この場合，1回目： 1©，2回目： 2©，3回目： 3©，4

回目： 4©，となる．
図 1の場合は，a0b1,a1b0,a1b2,a2b1,a2b3,a3b2,a3b4,a4b3,

a0b2,a2b0, . . . ,a1b4,a4b1,a0b4,a4b0 の順番で各組合せを各

主体に割り当てて行く．

図 1 中で注意すべきことは，ある主体が aibj となる項

を計算可能であるということは ajbi も計算可能であると

いうことである．つまり各主体への各項の処理分担を行う

際には全体の半分の項を確認すればよいといえる．この点

をふまえて Algorithm 1 を用いると各主体に処理を割り振

ることが可能となる．Algorithm 1 中に出てくる値の説明

は，スペースの都合で次ページに記載した．

Algorithm 1の処理手順は (a0b1)要素から右斜下に各aibj

の要素が計算できる主体 Pi があるかどうか確認していく．
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Algorithm 1中に出てくる値� �
n：主体の個数

max party：探索する主体の最大値

start col：そのループ内で一番最初に対象とする列

row：対象とする行

col：対象とする列

arow，bcol，bcol，arow：row，colは図 1 のなかの行

と列の番号を示す．

Pi：計算主体� �
Algorithm 1 の処理が終わると各主体に計算しなければ

ならない項 aibj（i �= j）が，すべて割り振られることが期

待される．

しかし，たとえば 4-out-of-5のような場合には，a0b2，

a1b3，a2b4，a0b3，a1b4 のように元々主体に分散されてい

ない項が出現する．このようにいずれかの主体にも，割り

振られない処理すべき項が発生すると，乗算処理は行えな

い．この点については，3.3.3 項で協調計算について，およ

び 4 章で一般化が成立する条件として説明を行う．

3.3.3 乗算の手続き

実際の乗算の手続きMulは各主体どうしが協調計算を

行うことで実行される．また，各項の処理内容は，Algo-

rithm 1による，各主体への処理の割り振りによって決め

られている．

Mul：a，bのシェアから abのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i, [b]i)

出力：Pi([ab]i)

( 1 ) P0 の操作

( a ) r1, . . . , rn−1, c0, . . . , cn−k−1 ∈ Z/mZをラン

ダムに選択する．

( b ) cn−k := arowbcol + acolbrow + · · · +∑n−k
i=0 aibi −

∑n−1
i=1 ri −

∑n−k−1
i=0 ci を計算

する．

( c ) (ri, ci, . . . , cn−k)を必要とするパーティに送

信する．

( d ) [ab]0 := (c0, . . . , cn−k)とする．

( 2 ) Pi の操作

( a ) Pi は [a]i，[b]i，ri を用いて Si := arowbcol +

acolbrow + · · · + ri を計算する．

( b ) P2i−1，P2i どうしで Si を送信し合う．

( c ) P2i−1，P2i は cn−k+i := S2i−1 + S2i +

an−k+ibn−k+i を計算する．

( d ) cn−k+i を必要とするパーティに送信する．

( e ) [ab]i := (ci, . . . , cn−k+i)とする．
� �
シェアの正当性について式 (2)，(3)に示す．

n−1∑
i=0

ci = arowbcol +acolbrow + · · ·+
n−k∑
i=0

aibi−
n−1∑
i=1

ri

+

n−1
2∑

i=1

(S2i−1 +S2i +an−k+ibn−k+i)

= arowbcol +acolbrow + · · ·+
n−k∑
i=0

aibi

+

n−1
2∑

i=1

(arowbcol +acolbrow + · · ·+an−k+ibn−k+i)

(2)

ここで先ほどの Algorithm 1 により，式中の arowbcol +

acolbrow には計算しなければならない aibj（i �= j）の項が

含まれている．したがって式 (3)

n−1∑
i=0

ci =
n−1∑
i=0

n−1∑
j=0

aibj (3)

に示すように，c0, . . . , cn−1 の任意の 2つの元は Z/mZ上

の互いに独立な乱数と見なせるため，c0, . . . , cn−1 は正し

く abのシェアとなっていることが分かる．

3.4 論理回路演算

論理回路演算は，否定，論理積，論理和，排他的論理和の

4種類である．また，論理回路演算でも，Mulのように協

調計算が必要であり，各主体が持っているシェアのみでは

演算できない．否定の論理回路演算は以下のようになる．

Not：a ∈ {0, 1}のシェアから āのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i)

出力：Pi([ā]i)

• 各パーティは ā0 := 1− a0，āi := aiを計算し [ā]i
とする．

� �
また，論理積，論理和，排他的論理和は a, b ∈ {0, 1}に
ついて，

• a ∧ b = ab

• a ∨ b = a + b − ab

• a ⊕ b = a + b − 2ab

となるため，a，bのシェアについて加減算，定数倍，乗算

の各演算を組み合わせればよい．具体的には以下のように

なる．

And：a，bのシェアから a ∧ bのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i, [b]i)

出力：Pi([a ∧ b]i)

• Pi はMul([a]i, [b]i)を実行する．
� �
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Or：a，bのシェアから a ∨ bのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i, [b]i)

出力：Pi([a ∨ b]i)

• Pi は Sub(Add([a]i, [b]i),Mul([a]i, [b]i))を実行

する．
� �

Xor：a，bのシェアから a ⊕ bのシェアを作成� �
入力：Pi([a]i, [b]i)

出力：Pi([a ⊕ b]i)

• Pi は

Sub(Add([a]i, [b]i),CoMul(Mul([a]i, [b]i), 2))

を実行する．
� �
4. 一般解の成立条件

4.1 準備

まずはじめに一般解を求める際に重要であるのはMul

が実行可能であるかである．このことを以下に示す．

命題 4.1. 3 章で示したプロトコルのうちMulを必要と

しないものは k-out-of-nの条件を満たすならば実行可能で

ある．

Proof. Share，Decは秘密分散・復元プロトコルであり

k-out-of-nの条件を満たすならば実行可能である．また，

Mulを必要としないプロトコルは各パーティ内部で処理

が完結しているため同様に k-out-of-nの条件を満たすなら

ば実行可能である． （命題 4.1）

そしてMulが実行可能であるかどうかは以下によって

定義される．

定義 4.1. Mulが実行可能であるということは，すべての

計算が必要な項が各主体間の協調計算により計算可能であ

ることである．

また Shareの手順より以下のことが定義される．

定義 4.2. Shareによって分散された各計算主体のシェア

は n − k + 1個のデータを持つ．

ここからの証明を行うには乗算の際に出てくる項 aibj が

重要となってくる．しかしこれは ai，bj と 2つの値が関

わっており以下の証明が煩雑になる．そこで本稿では，ai，

bj の添字 i，j に着目し，これの Lee距離を求めることに

より 1つの値にまとめ簡略化を行った．ai，bj の添字 i，j

の Lee距離は以下によって定義される．

定義 4.3. ai，bjの 2つの値の添字 i，jの Lee距離Lee(i, j)

は主体数 nを用いて，

Lee(i, j) = min(|i − j|, n − |i − j|) (4)

である．

ここでなぜ Lee距離を用いると簡略化が行えるかについ

て図 2，図 3 を用いて説明する．図 2，図 3 の格子内の上

図 2 4-out-of-5 のときの計算可能項と計算必要項の関係

Fig. 2 The relationship between calculable terms and must-

calculate terms at 4-out-of-5.

図 3 3-out-of-5 のときの計算可能項と計算必要項の関係

Fig. 3 The relationship between calculable terms and must-

calculate terms at 3-out-of-5.

部は計算すべき項 aibj であり，下部は添字 i，j の Lee距

離である．重要な点として，図 2 の色が塗られていない，

各主体で計算が不可能な部分に着目するとすべて Lee距離

が 2である．

そして各主体で計算できる項 aibj の最大の Lee距離は

以下のようになる．

命題 4.2. 各主体で計算できる項 aibj の最大の Lee距離は

n − kである．

Proof. まずはじめに具体例として 2-out-of-3と 2-out-of-4

の場合を説明した後に，j-out-of-iと j-out-of-(i+1)の場合

を説明し数学的帰納法により示す．

( 1 ) 2-out-of-3の場合

各主体は 2個のデータを持つシェアを保持している．

このときの最大の Lee距離は 1である．

( 2 ) 2-out-of-4の場合

各主体は 3つのデータを持つシェアを保持している．

このときの最大の Lee距離は 2である．
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( 3 ) 2-out-of-iの場合

各主体は i− 2 + 1個のデータを持つシェアを保持して

いる．このときの最大の Lee距離は i − 1である．

( 4 ) 2-out-of-(i+1)の場合

各主体は (i + 1) − 2 + 1個のデータを持つシェアを保

持している．このときの最大の Lee距離は iである．

( 5 ) j-out-of-iの場合

各主体は i− j + 1個のデータを持つシェアを保持して

いる．このときの最大の Lee距離は i − j である．

( 6 ) j-out-of-(i+1)の場合

各主体は (i + 1) − j + 1個のデータを持つシェアを保

持している．このときの最大の Lee距離は (i + 1) − j

である．

( 3 )，( 4 )より各主体で計算できる項 aibj の最大の Lee距

離は n − kである． （命題 4.2）

4.2 k-out-of-nにおける一般解

定理 4.1. k-out-of-nの条件を満たし，nが偶数の場合なら

n ≥ 2k，奇数の場合なら n ≥ 2k − 1を満たすならば 3 章

で示したプロトコルは実行可能である．

Proof. 本定理は偶数の場合と奇数の場合に分かれている

ため，各々の場合に証明を行っていく．

命題 4.3. nが偶数かつ k-out-of-nの条件を満たすならば

n ≥ 2kならばMulは実行可能である．

Proof. （命題）

定義 4.1 により計算しなければならない項の最大の Lee距

離は分かっているため nが偶数の場合に計算しなければな

らない項の Lee距離の最大値を導く．

補題 4.1. nが偶数の場合には計算しなければならない項

の Lee距離の最大値は n/2である．

Proof. （補題）

まずはじめに具体例として n = 4，n = 6の場合を説明し

た後に，n = i，n = i + 2の場合を説明し数学的帰納法に

より示す．

( 1 ) n = 4の場合計算しなければならない項の Lee距離の

最大値は 2である．

( 2 ) n = 6の場合計算しなければならない項の Lee距離の

最大値は 3である．

( 3 ) n = iの場合計算しなければならない項の Lee距離の

最大値は i/2である．

( 4 ) n = i + 2の場合計算しなければならない項の Lee距

離の最大値は i/2 + 1である．

( 3 )，( 4 )より nが偶数の場合には計算しなければならな

い項の Lee距離の最大値は n/2である． （補題 4.1）

定義 4.1，命題 4.2，補題 4.1より nが偶数の場合にMul

が実行可能な条件は以下のように求まる．

n/2 ≤ n − k

n ≤ 2n − 2k

−n ≤ −2k

n ≥ 2k (5)

（命題 4.3）

命題 4.4. nが奇数かつ k-out-of-nの条件を満たすならば

n ≥ 2k − 1ならばMulは実行可能である．

Proof. （命題）

定義 4.1 により計算しなければならない項の最大の Lee距

離は分かっているため nが奇数の場合に計算しなければな

らない項の Lee距離の最大値を導く．

補題 4.2. nが奇数の場合には計算しなければならない項

の Lee距離の最大値は (n − 1)/2である．

Proof. （補題）

まずはじめに具体例として n = 3，n = 5の場合を説明し

た後に，n = i，n = i + 2の場合を説明し数学的帰納法に

より示す．

( 1 ) n = 3の場合計算しなければならない項の Lee距離の

最大値は 1である．

( 2 ) n = 5の場合計算しなければならない項の Lee距離の

最大値は 2である．

( 3 ) n = iの場合計算しなければならない項の Lee距離の

最大値は (i − 1)/2である．

( 4 ) n = i + 2の場合計算しなければならない項の Lee距

離の最大値は (i − 1)/2 + 1である．

( 3 )，( 4 )より nが偶数の場合には計算しなければならな

い項の Lee距離の最大値は (n − 1)/2である．

（補題 4.2）

定義 4.1，命題 4.2，補題 4.1より nが偶数の場合にMul

が実行可能な条件は以下のように求まる．

n − 1
2

≤ n − k

n − 1 ≤ 2n − 2k

−n ≤ −2k + 1

n ≥ 2k − 1 (6)

（命題 4.4）

命題 4.3，4.4 より k-out-of-nの条件を満たし，nが偶数

の場合なら n ≥ 2k，奇数の場合なら n ≥ 2k − 1を満たす

ならば 3章で示したプロトコルは実行可能であるという定

理 4.1 が成立する．

（定理 4.1）
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また実用上の n，kの関係は，

( 1 ) n = 3の場合 2 ≥ k

( 2 ) n = 4の場合 2 ≥ k

( 3 ) 3以上の奇数 evenが nの場合 even+1
2 ≥ k

( 4 ) even + 1が nの場合 even+1
2 ≥ k

となる．つまり命題 4.4 の場合，n ≥ 2k − 1の場合を満た

すならば 3 章で示したプロトコルは実行可能である．

5. おわりに

本稿では “軽量 3 パーティ秘匿関数計算” [1] を軽量 N

パーティ秘匿関数計算として拡張し，一般化を行った．一

般化した結果，主体数 nとデータの復元に必要な主体数 k

について，{
n ≥ 2k (n is even)

n ≥ 2k − 1 (n is odd)

の条件を満たす場合であることを示した．

今後の課題は，提案方式の安全性について拡張以前と同

等であること，実際に本手法を実装し性能評価を行ってい

く点があげられる．

また，nを大きくしたときに kを大きくするならば安全

性が，小さくするならば可用性が高くなる点を定量的に

示す．

そして，アプリケーションやサーバ，IoTデバイスといっ

た nにあたる計算主体のスケーラビリティについて評価を

行う．
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推薦文

DICOMO2017の発表論文の中で特に評価が高かったた

め．この研究は，軽量 3 パーティ秘匿関数計算を軽量 N

パーティ秘匿関数計算として拡張し，一般解を導出してい

る．このことにより，たとえば分散型セキュアストレージ

としての応用ができることが示されている．
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